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　白馬村への来訪時期や来訪形態の多様化をねらいとして、白馬
村を訪れるに値する目的地たらしめる価値の拡張を図るプロジェ
クトです。夏季、冬季それぞれ野外でのアクティビティをさらに積
極的に展開するとともに、オリンピック開催経験に裏付けされた
ブランドイメージを活かしたスポーツ関連プログラムの強化、地場
の食材や食文化と温泉を組み合わせた魅力の強化をはかり、これ
まで未活用であった歴史・文化・芸術系の資源にも光を当ててい
くものです。また、白馬村がこれまで弱いとされてきた雨天時の過
ごし方を豊かにするため、屋内でのプログラム開発や雨天時に対

戦略的重点プロジェクト 4 魅力の多様化に向けたコンテンツ創出プロジェクト

応可能な場の確保も進めます。こうした魅力の多様化の取り組み
を進めることは、降雪量など気象条件や世界経済など社会条件の
影響といったリスクを回避する観点からも重要です。
　野外でのアクティビティ開発は観光事業者が主役となって推進
しますが、歴史・文化系の資源の活用に関しては村民も重要な役
割を果たします。特に観光産業に直接携わらない村民も含め、白
馬村全体で「観光まちづくり」の観点も併せ持ちながら今後の観
光振興に取り組む上で重要なプロジェクトです。

戦略1
観光の資産価値の最大化

戦略2
白馬村を訪れ滞在する価値の多様化

戦略3
観光の魅力要素の次世代への継承

1-3. 滞在空間としての魅力向上 ④雨天時に対応可能な拠点づくり

①屋内外でのアクティビティ充実
②スポーツプログラムの強化
①白馬産食材の地産地消の推進
③温泉の特色を生かした魅力づくり
①歴史・文化資源の発掘と活用
②歴史・文化資源を活用したプログラム開発

①歴史・文化資源の発掘と活用

2-1. 季節それぞれの新しい楽しみ方の創出

2-2. 食と温泉を活用した滞在魅力向上

2-3. 歴史・文化・芸術資源の継承・活用

3-2. 文化・生活資源の保全

8計画推進のスケジュール
　初年度に当たる平成28年度は観光地経営計画を推進するための基盤づくりに取り組み、先に述べた観光地経営会議（仮

称）、プロジェクト推進チーム（仮称）をそれぞれ立ち上げ、前者は戦略的重点プロジェクトのフレームを決定、後者はプロ

ジェクトの具体化を進めます。

　前期（～平成30年度）は観光地経営計画の基盤の安定化を図るとともに戦略的重点プロジェクトを中心に積極的に推進

し、期末にはそれまでの事業の進捗状況や社会環境の変化を踏まえ、計画の一部見直しについて検討します。

　中期（平成31・32年度）、後期（平成33～37）は一部見直しされた計画内容に基づき事業推進を図ります。

●観光地経営計画の推進基盤づくり
・観光地経営会議（仮称）立ち上げ
・プロジェクト推進チーム（仮称）立ち上げ
●戦略的重点プロジェクトのフレーム決定
●既存の取組の継続的推進

戦略的重点プロジェクトの
推進 進捗状況、社会環境

の変化に即して検討
進捗状況、社会環境
の変化に即して検討

●観光地経営計画の基盤の安定化
・着実な会議運営・推進
・経営指標の本格的取得開始
・新たな財源の検討（導入試行）

●観光地経営計画の一部見直し
・戦略重点プロジェクトの見直し
●観光地経営計画の基盤拡充
・経営指標の拡充検討

平成28（2016）年度 平成29・30（2017・18）年度

中 期
平成31・32

（2019・20）年度

後 期
平成33‐37

（2021‐25）年度

重
点
戦
略
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等

基
盤
整
備
等

既存事業等の継続的推進

戦略的重点プロジェクト１．の具体化
（一部の調査検討など着手）

戦略的重点プロジェクト２．の具体化
（一部の調査検討など着手）

戦略的重点プロジェクト３．の具体化
（一部の調査検討など着手）

戦略的重点プロジェクト４．の具体化
（一部の調査検討など着手）

既存事業等の継続的推進

前 期
平成28‐30（2016‐2018）年度

計画推進スケジュールのイメージ

【
観
光
計
画
と
財
源
検
討
】

問
平
成
13
年
作
成
の「
21
世
紀

白
馬
村
観
光
の
飛
躍
に
向
け

て
」の
報
告
書
に
謳
わ
れ
て
い
る
ビ

ジ
ョ
ン
、計
画
を
検
証
し
、「
観
光
地
経

営
計
画
」に
反
映
さ
れ
て
い
る
の
か
。

答
平
成
19
年
に
観
光
局
の
事
業

検
証
を
行
っ
た
際
に
、一
部

内
容
の
検
証
を
実
施
。ま
た
、平
成
27

年
の
観
光
地
経
営
計
画
策
定
の
際
に

も
、ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
委
員
に

説
明
し
、こ
の
報
告
書
を
踏
ま
え
た
計

画
を
策
定
し
た
。

問
「
観
光
地
経
営
会
議
」は
２
年

経
過
し
た
が
、そ
の
中
の
課

題
は
。本
年
度
の
方
針
は
。

答
正
し
い
指
標
の
取
得
と
各
種

観
光
施
策
の
現
状
の
把
握
が

非
常
に
難
し
い
。本
年
は
各
事
業
所

に
対
し
て
ど
の
よ
う
な
事
業
を
行
っ

て
い
る
か
調
査
を

し
、次
回
会
議
で
事

業
検
証
を
行
う
。

問
観
光
地
経

営
計
画
に

は
２
４
０
０
万
円

も
の
税
金
を
投
入

し
た
。
こ
の
計
画

の
質
問
を
二
年
前

に
し
た
際
、当
時
の

観
光
課
長
は
、「
計

画
を
実
行
に
移
す

プ
ロ
セ
ス
ま
で
管

理
を
し
な
が
ら
計

画
づ
く
り
を
し
た

点
」が
今
ま
で
と
違

う
と
答
弁
。現
在
、

実
行
に
移
す
プ
ロ

セ
ス
に
至
っ
て
い

る
の
か
。

答
運
営
上
課

題
が
あ
る

の
も
事
実
。
行
政

が
一
番
計
画
を
立

て
て
ダ
メ
な
の
は
、

計
画
を
立
て
て
終

わ
り
に
し
て
し
ま

う
傾
向
が
あ
る
点
。

ま
ず
そ
れ
を
打
破
す
る
意
味
で
、計
画

の
進
捗
状
況
の
管
理
及
び
デ
ー
タ
取

得
に
積
極
的
に
関
わ
っ
て
い
る
。

問
財
源
検
討
委
員
会
で
今
後
の

予
定
が
変
更
さ
れ
、第
３
回

の
委
員
会
が
延
期
。答
申
時
期
も
延

期
を
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
に
思
わ

れ
る
が
、主
た
る
要
因
は
。

答
７
月
に
宿
泊
施
設
の
方
た
ち

か
ら
要
望
が
検
討
委
員
会
宛

て
に
、ま
た
商
工
会
の
一
部
の
会
員
か

ら
も
村
長
宛
て
に
意
見
書
が
提
出
さ

れ
た
。主
な
内
容
は
、財
源
の
使
途
を

明
確
に
す
る
こ
と
、慎
重
審
議
を
重
ね

る
こ
と
な
ど
。住
民
の
理
解
を
得
る

た
め
、幅
広
く
意
見
を
聞
く
と
い
う
手

順
が
必
要
で
、ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

な
ど
の
方
法
を
検
討
。答

問問 民間活力を活かした
          観光局の改革は
４年後の現在も４年後の現在も
　なお課題は残っている　なお課題は残っている

【
過
去
4
年
の
検
証
と
今
後
の

方
針
】

問
４
年
前
の
公
約
に
は
、「
観
光

振
興
で
は
民
間
活
力
を
活
か

し
、観
光
局
を
改
革
す
る
」と
あ
っ
た

が
、ど
の
よ
う
な
改
革
が
な
さ
れ
、そ

の
結
果
を
ど
う
見
て
い
る
か
。

答
課
題
解
決
の
委
員
会
を
設
け

５
回
に
わ
た
っ
て
検
討
。提

出
さ
れ
た
結
果
報
告
書
に
従
い
、分
担

金
の
減
額
を
実
施
し
た
が
、運
営
財
源

不
足
や
会
員
拡
大
な
ど
、４
年
後
の
現

在
も
な
お
課
題
は
残
っ
て
い
る
。し

か
し
全
国
自
治
体
で
日
本
一
の「
い
い

ね
」数
を
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
で
誇
る
な

ど
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
社
会
に
合
わ
せ

た
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
に
大
き
く
シ
フ

ト
し
て
い
る
。

問
「
新・道
の
駅
」の
今
後
は
。

答
協
力
し
て
も
ら
え
る
民
間
業

者
が
い
る
こ
と
が
前
提
。そ

の
上
で
事
業
費
や
財
源
の
議
論
が
必

要
で
、事
業
の
推
進
に
は
時
間
が
か
か

る
と
の
認
識
。連
携
事
業
者
と
の
交

渉
や
発
掘
、財
源
の
検
証
な
ど
で
き
る

と
こ
ろ
か
ら
取
り
組
む
。

観
光
地
経
営
計
画
は
実
行
段
階
に
あ
る
の
か

現
時
点
で
運
営
上
課
題
が
あ
る
の
も
事
実

現
時
点
で
運
営
上
課
題
が
あ
る
の
も
事
実

答 問問

伊藤まゆみ 議員

全国自治体で日本一の「いいね」数を
誇っている観光局のフェイスブック

観光地経営計画で新たな財源を検討する前に
「戦略的重点プロジェクト」4項目をＨ28年には具体化すべきだったのではないのか…。


